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第 ６ 回   熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

令和２年12月10日(木曜日) 

            午前９時57分開議 

            午前10時36分休憩 

            午前10時43分開議   

            午後０時１分休憩

午後０時６分開議   

            午後０時17分閉会        

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 令和２年度熊本県一般会計補

正予算(第12号） 

 議案第５号 令和２年度熊本県電気事業会

計補正予算(第２号） 

 議案第６号 令和２年度熊本県工業用水道

事業会計補正予算(第１号） 

 議案第11号 熊本県犯罪被害者等支援条例

の制定について 

 議案第12号 熊本県工場等設置奨励条例及

び熊本県税特別措置条例の一部を改正

する条例の制定について 

 議案第22号 熊本県産業成長ビジョンの策

定について 

 議案第23号 第２次熊本県総合エネルギー

計画の策定について 

 議案第27号 指定管理者の指定について 

 議案第28号 指定管理者の指定について 

議案第29号 指定管理者の指定について 

議案第30号 指定管理者の指定について 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

  ①令和２年７月豪雨からの復旧・復興プ

ラン 

   ――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人） 

        委 員 長 緒 方 勇 二 

        副委員長 末 松 直 洋 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員 島 田   稔 

        委  員 城 戸   淳 

欠 席 委 員(なし） 

委員外議員(なし） 

―――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

         部  長 藤 本   聡 

       政策審議監 

兼環境政策課長 松 岡 正 之 

        環境局長 小 原 雅 之 

      県民生活局長 無 田 英 昭 

     水俣病保健課長 原 田 義 隆

首席医療審議員 山 口 喜久雄 

     水俣病審査課長 坂 野 定 則 

    環境立県推進課長 財 津 和 宏 

      環境保全課長 葉 山 清 春 

      自然保護課長 前 田   隆 

    循環社会推進課長 小 原 正 巳 

  くらしの安全推進課長 田 元 雅 文 

      消費生活課長 枝 國 智 子           

男女参画・協働推進課長 木 村 和 子 

    人権同和政策課長 緒 方 克 治 

 商工労働部 

部 長 藤 井 一 恵 

政策審議監 

兼商工雇用創生局長 三 輪 孝 之 

産業振興局長 小 牧 裕 明 

商工政策課長 臼 井 洋 介 

商工振興金融課長 増 田 要 一 

首席審議員 
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兼労働雇用創生課長 岡 村 郷 司 

産業支援課長 大 下   慶 

エネルギー政策課長 上 塚 恭 司 

企業立地課長 工 藤   晃 

観光戦略部 

部 長 寺 野 愼 吾 

政策審議監 小金丸   健 

首席審議員         

兼観光交流政策課長 府 高   隆 

観光企画課長 脇   俊 也 

観光振興課長 川 嵜 典 靖 

販路拡大ビジネス課長 池 田 健 三 

 企業局 

局 長 藤 本 正 浩 

総務経営課長 永 松 浩 史 

工務課長 伊 藤 健 二 

労働委員会事務局            

局 長 谷 口   誠 

審査調整課長 吉 田 桂 司 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 岡 部 康 夫 

   政務調査課課長補佐 松 本 浩 明  

――――――――――――――― 

  午前９時57分開議 

○緒方勇二委員長 ただいまから第６回経済

環境常任委員会を開会いたします。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申出がありま

したので、これを認めることといたしまし

た。 

 それでは、本委員会に付託された議案等を

議題とし、これについて審査を行いますが、

今回も新型コロナウイルス感染症対策とし

て、３密を防ぐため、環境生活部と残りの商

工労働部、観光戦略部、企業局及び労働委員

会の出席を分けて、議案等に関する説明を求

めることとしました。 

 まず、環境生活部の議案の審査を行い、休

憩を挟みまして、商工労働部、観光戦略部及

び企業局の議案の審査を行います。その後、

再度休憩を挟みまして、付託議案の採決を行

います。 

 それでは、環境生活部の議案についての説

明をお願いしますが、効率よく進めるため

に、着座のまま簡潔に行ってください。 

 初めに、藤本環境生活部長から総括説明

を、続いて、担当課長から資料に従い順次説

明をお願いします。 

 まず、藤本環境生活部長。 

 

○藤本環境生活部長 おはようございます。

環境生活部でございます。 

 説明に入ります前に、先月行っていただき

ました管内視察につきまして、執行部を代表

してお礼を申し上げたいと思います。 

委員長をはじめ委員の皆様には、大変お忙

しい中、また、コロナ禍という状況の中であ

りましたけれども、阿蘇、天草、水俣、芦

北、八代と精力的に御視察をいただきまし

て、誠にありがとうございました。私どもも

同行させていただきましたが、視察で学びま

したことを今後の施策の中にしっかりと生か

してまいりたいと思っております。 

それでは、総括説明に入りますが、議案説

明の前に、まず、７月豪雨災害に関連した取

組状況について御説明いたします。 

 当部では、災害廃棄物の処理や水道施設の

復旧など、被災された方々の一日も早い生活

再建に向け、被災市町村を支援しているとこ

ろでございます。 

 このうち、災害廃棄物の処理については、

人吉市、芦北町などで公費解体の工事が始ま

っております。11月末時点で、公費解体の申

請件数は、全体で1,574件となっており、こ

れから各市町村において公費解体が本格化し

てまいります。引き続き、災害廃棄物の早期

処理に向け、被災市町村をしっかり支援して

まいります。 

 それでは、環境生活部関係議案の概要につ

きまして御説明申し上げます。 
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 今回提出しております議案は、予算関係１

件、条例等関係３件でございます。 

 まず、第１号議案の一般会計補正予算でご

ざいますが、総額１億7,600万円余の増額を

お願いしております。 

 その内容は、令和元年度事業費確定に伴う

国庫支出金の返納金、７月豪雨災害等で被災

した自然公園施設の復旧に要する経費、ま

た、新型コロナウイルス対策分として、くま

もと県民交流館の利用料金収入減に伴う指定

管理者への管理運営継続のための支援に要す

る経費でございます。 

 そのほか、繰越明許費や債務負担行為につ

いてもお諮りしております。 

 次に、条例等関係でございます。 

 第11号議案は、犯罪被害者等に対して、途

切れることのない支援を行っていくことで、

その権利利益の保護を図り、もって県民が安

心して暮らすことができる社会を実現するた

め、熊本県犯罪被害者等支援条例を制定する

ものでございます。 

 第27号議案は、水俣市にあります環境セン

ターの指定管理者の指定についてお諮りする

ものでございます。 

第28号議案は、後ほど企業局から御説明い

たします。 

 以上が今回提出しております議案の概要で

ございます。 

 詳細につきましては、関係課長が説明いた

しますので、御審議のほどよろしくお願い申

し上げます。 

 

○緒方勇二委員長 次に、担当課長から説明

をお願いします。 

 

○原田水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 お手元の経済環境常任委員会説明資料の２

ページをお願いいたします。 

 11月補正予算でございます。 

 公害保健費で１億3,100万円余の増額補正

をお願いしております。 

 これは、説明欄に記載のとおり、国庫支出

金返納金でございまして、過年度の水俣病総

合対策費補助金に対する国庫補助金の受入額

と確定額との差額を精算するものでございま

す。 

 この補助金は、例年、水俣病被害者の療養

費等に不足が生じないよう予算措置を行い、

国庫補助金を受け入れております。そのた

め、これを下回った実績との差額を返納する

ために増額補正するものです。 

 水俣病保健課は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○坂野水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 説明資料の３ページをお願いいたします。 

 公害保健費につきまして、1,953万円余の

増額をお願いするものでございます。これ

は、昨年度の国の事務費交付金の精算に伴う

返納金でございます。 

 認定審査会や検診などの水俣病の認定業務

に必要な経費につきましては、その経費の２

分の１を事務費交付金として国が支給するこ

ととなっております。今回の返納金は、昨年

度の検診等に係る経費が当初の見込みを下回

ったことなどによるものでございます。 

 水俣病審査課の説明は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いをいたします。 

 

○財津環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料の４ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 熊本県環境センターの令和３年度から５年

度までの３年間の施設の保守点検や清掃等の

維持管理業務につきまして、限度額6,847万

5,000円の債務負担行為を設定するものでご

ざいます。 
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 これに関連しまして、11ページをお願いい

たします。 

 議案第27号、指定管理者の指定についてで

ございます。 

 今説明申し上げました熊本県環境センター

に係る施設の維持管理業務につきまして、株

式会社キューネットを指定管理者として、令

和３年度から５年度まで指定するものでござ

います。 

 12ページ、13ページに選定の経緯等を記載

しております。 

 今回、公募によりまして申請がありました

のは、この株式会社キューネット１者でござ

います。 

 キューネットにおいては、これまで15年間

の指定管理者としての経験と実績を踏まえた

提案内容や施設の管理運営を着実に実施する

能力を有している点を選考委員会が評価され

たことを踏まえて、選定することとしており

ます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○葉山環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 公害規制費でございますが、79万円余の増

額をお願いしております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 これは、さきに受入れをいたしました令和

元年度環境放射能水準調査事業の国庫支出金

につきまして、事業費の確定作業が終わりま

したので、その差額を国に返納するものでご

ざいます。 

 続きまして、６ページをお願いします。 

 繰越明許費でございます。 

 環境衛生費につきまして、繰越明許費２億

200万円余の設定をお願いするものでござい

ます。 

 その主な事業は、水道施設整備事業の１億

7,000万円余でございまして、市町村が実施

いたします水道施設の耐震化等に対して補助

するものですが、一部の市町村におきまし

て、豪雨災害等の影響で工事完了が翌年度と

なることが見込まれるため、繰越明許費の設

定をお願いするものでございます。 

 そのほか、水道広域化の効果に関する調査

研究及び水生生物の保全に係る水質環境基準

の類型指定事業についても、豪雨災害等の影

響により繰越明許費の設定をお願いするもの

でございます。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為といたしまして、令和３年度

に実施します海域水質環境調査業務につきま

して、限度額1,800万余の設定をお願いする

ものでございます。４月から行う調査でござ

いますので、契約事務手続の期間等を考慮

し、債務負担行為の設定をお願いするもので

ございます。 

 環境保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○前田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の８ページをお願いします。 

 補正予算でございますが、1,097万円余の

増額補正をお願いしております。 

 右側説明欄をお願いします。 

 観光施設単県災害復旧費で、最初のポツ

は、自然公園施設等災害復旧事業、７月豪雨

分でございますが、五木五家荘県立自然公園

の樅木園地トイレ施設復旧等で、364万円余

の補正をお願いしております。 

 次のポツは、台風被害によるもので、阿蘇

高岳の避難小屋復旧事業等として、730万円

余の補正でございます。 

 続きまして、資料、９ページをお願いいた

します。 

 繰越明許費です。 

 上の段、商工費で３億4,400万円余の繰越
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しを計上いたしております。 

 右の欄を御覧ください。 

 自然公園等施設リニューアル事業は、市房

園地の登山道整備など４件、国立公園におけ

る国際化・老朽化対策等整備交付金事業は、

雲仙天草国立公園内富岡園地のトイレ改修な

ど７件、国立公園満喫プロジェクト推進事業

は、阿蘇くじゅう国立公園大観峰園地のトイ

レ排水など６件でございます。 

 下の段の災害復旧費は、2,190万円の繰越

しを計上しております。 

 右の欄、自然公園施設等災害復旧事業は、

芦北海岸国民休養地の歩道復旧など10件でご

ざいます。 

 いずれも、工法、発注方法等の検討に日数

を要するための繰越しでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○田元くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 議案第11号、熊本県犯罪被害者等支援条例

の制定についてでございます。 

 内容につきましては、21ページの条例(案)

の概要で説明をさせていただきます。 

 まず、１の条例制定の趣旨でございます

が、犯罪被害者等の権利利益の保護を図り、

もって県民が安心して暮らすことができる社

会を実現するため、犯罪被害者等支援に関す

る基本理念、犯罪被害者等支援の基本となる

事項等を定めることになります。 

 次に、２の条例の内容でございます。 

 (1)は、条例の目的についてであり、犯罪

被害者等の権利利益の保護を図り、もって県

民が安心して暮らすことができる社会を実現

すると規定しています。 

 (2)は、用語の定義について定めており、

(3)では、基本理念について、全て犯罪被害

者等は、個人の尊厳が重んじられ、その尊厳

にふさわしい処遇を保障される権利を有する

ことなどを規定しています。 

 次の(4)からは、関係機関、団体及び県民

の責務や役割等について定めており、(4)

は、県の責務、(5)は、市町村への協力、(6)

と(7)は、県民と事業者の各責務、(8)は、民

間支援団体の役割について規定しています。 

 (9)は、犯罪被害者等支援に関する指針の

策定について定めております。 

(10)では、基本的な施策について定めてい

ますが、具体的には、条例第10条から第22条

までにおいて、犯罪被害者等が直面する問題

への相談対応、情報提供、居住の安定など13

の施策について規定しています。 

(11)から(13)では、推進体制等について定

めております。 

 施行期日につきましては、公布の日からの

施行を予定しております。 

 くらしの安全推進課は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○木村男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課です。 

 説明資料、10ページのほうにお戻りくださ

い。 

 右側説明欄をお願いします。 

 社会福祉諸費のコロナ対策分として、くま

もと県民交流館パレアの管理運営事業費

1,370万円余の増額をお願いしております。 

 パレアの管理運営につきましては、指定管

理者が実施し、その利用料金収入は、全額指

定管理者の収入として、運営経費等に充てて

おります。 

 今年は、コロナの影響により利用料金収入

が大幅に減少したため、９月補正予算におい

て、今年１月から７月までの前年同期間と比

較した減収分について、必要最小限の金額を

補塡させていただいたところです。 

 パレアは、利用料金収入が収入全体の６割

を占めますが、コロナ禍のため、前年の５割

程度まで利用が低迷し、非常に厳しい経営状
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況が続いていることから、今回は、８月から

９月までの減収分に加え、12月までの収入減

少分を勘案し、継続支援としてお願いさせて

いただくものです。 

 男女参画・協働推進課は以上でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○緒方勇二委員長 以上で環境生活部の説明

が終了しましたので、質疑を受けたいと思い

ます。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いしま

す。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のままで説明をしてください。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○前田憲秀委員 ９ページの自然保護課さん

で御説明いただいた商工費の中の２つ目のポ

ツ、国立公園における国際化、老朽化、ここ

をもう少し詳しく教えていただいていいです

か。 

 

○前田自然保護課長 自然保護課です。 

 これは、国立公園における国際化・老朽化

対策等整備交付金事業といったところでござ

いまして、国立公園内において、老朽化した

トイレとかあずまやとか給水施設とか、そう

いったものを修繕する事業でございます。 

 本年度の繰越しとして、4,200万ほど繰越

しさせていただくことになっております。 

 

○前田憲秀委員 富岡公園か何か、今ちょっ

と言われませんでした。 

 

○前田自然保護課長 はい。 

 

○前田憲秀委員 そこをちょっと。 

 

○前田自然保護課長 富岡園地、苓北の富岡

城のところでございまして、富岡ビジターセ

ンターとか施設が建っているところの一帯の

土地でございますけれども、そこの中のトイ

レが老朽化したもので、修理するものでござ

います。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 すみません、ちょっとそれに関連するかど

うかは分からないんですけれども、先週、ビ

ジターセンターに初めて行ってきたんです

よ。下から見えて、行きたいなと思ってて、

もう15年ぐらいたつんですかね。とってもい

いところで、沖縄で言うグスク、お城跡、あ

あいうイメージで、いろんな人に見ていただ

きたいなと思ったんですけれども、ビジター

センターの嘱託で案内をされている方が、あ

なた県議会議員ならちょっと言うとくけんと

いうことで要望を受けたんですけれども、パ

ンフレットには熊本県富岡ビジターセンター

と書いてあるんですよね。建物には熊本県が

入ってないと。果たしてそれが議論になるの

かどうか分かんないですけれども、まずそう

いうお話がありました。 

 それと、老朽化というお話があったので、

あの中に３Ｄで映像を見るシーンがあるんで

すけど、それが３Ｄになってなかったみたい

なんです。これは、もう大分日数がたってい

る、多分要望も行っているんじゃないかと思

うんですけれども、そして、全体的に思うの

が、観光地として行くときに、ビジターセン

ターに行くのか富岡城址に行くのか、それと

苓北町の資料館か何か中にありますね。その

行き先が、ナビでもあんまりはっきりしない

みたいなお話も聞いたんですよ。 

 ですから、富岡城址なら富岡城址、その中

にある県が運営するビジターセンター、町が

運営する歴史資料館とか、もう少し明確化し

たがいいのかなと。地図を見ても、ビジター

センターが載ってたり、お城跡ですという表

示があったり、そういう印象は受けました。
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ただ、場所もロケーションもきれいに造って

いただいて、﨑津教会等含めて、周遊のいい

コースになるんじゃないかなと思いました。 

 そういったのは、この交付金事業ではなか

なか入らないんですかね。 

 

○前田自然保護課長 最初前田委員がおっし

ゃった３Ⅾ施設とか、そういった施設もかな

り老朽化してきております。それにつきまし

ても、今年度設計をやっておりまして、来年

度に向けて取り組んでいきたいというふうに

考えているところでございます。 

 それから、そういった富岡園地とか富岡城

址とか苓北町の資料館とか、そういった見せ

方については、苓北町とも話をしながら工夫

してまいりたいと思っております。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございます。 

 担当はどこですかって聞いたら自然保護課

って聞いたので、たしか私と同じ前田さんだ

ったと思いますということで、しっかり話を

してきましたので、何かお返しをしていただ

ければなと思います。 

 それと、あと道路も、観光バスが来ないと

いうのもたしかありました。それはもう簡単

には解決はできないんでしょうけれども、と

ってもいい施設だなという印象がありました

ので、これから頑張っていただきたいなと思

いました。よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑はございませ

んか。 

 

○内野幸喜委員 すみません、部長の総括説

明、ここに公費解体の件があります。委員長

の地元、それから小早川委員の地元でもあり

ますが、これで、11月末の時点で申請件数が

1,574件となってます。これは、見通しとし

て何件ぐらいにまずなるのかというのをちょ

っと１点、最初にお聞かせいただければなと

思うんですが、これは、循環社会推進課にな

るんですかね。 

 

○小原循環社会推進課長 申請件数の見通し

ということで……。 

 

○内野幸喜委員 最終的にはどれぐらい、解

体が。 

 

○小原循環社会推進課長 時期が12月末まで

と、人吉市だけが１月末まででありますもん

ですから、もうちょっと出るんですが、どう

でしょう、2,000ぐらいには伸びるのでしょ

うか。現在の数から、ちょっとこの後の伸び

はどれくらいいくかはあれですけれども、そ

れぐらいで。 

 

○内野幸喜委員 これから2,000件ぐらいま

でなるかもしれないということですけれど

も、ここに書いてありますけれども、「被災

市町村をしっかり支援して参ります。」と、

県としてはですね。公費解体した後の廃棄物

と言っていいんでしょうかね、住民の方にと

っては、これは財産だったわけですが、これ

は、どういう処理の仕方、今後持って行き先

というかそういったところというのは、確保

はできてるんですか。 

 

○小原循環社会推進課長 各市町村の仮置場

にこれまで、いわゆる片づけごみ的なものが

入っておりますけれども、そちらの場所に入

れます。入れるためには、既存の物をあらか

た出す、あるいはできてるところの中のレイ

アウトを変える、そういったこともございま

すし、球磨村辺りについては、新たに、別に

もう１か所違うところで、終わった後そこが

新たにという箇所もありますけれども、そう

いったところで家屋の解体も受け入れるとい

うところです。多くは、もともとの仮置場
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に、物を出しながらそこに受け入れていくと

いう形になります。 

 

○内野幸喜委員 そこで選別して、焼却する

分は焼却するとか、あと例えば、熊本地震の

ときもそうだったんですけれども、例えば南

関にあるエコアくまもととか、あそこに瓦と

か結構持ち込まれたんですけれども、そうい

ったことというのはどうなんですかね。そう

いった県の施設がせっかくあるわけですか

ら、そういったところもやっぱり最大限活用

するということも必要だと思うんですけれど

も、そこはどうですか。 

 

○小原循環社会推進課長 もう既に受入れを

やっております。いわゆる石膏物ですとか、

いろんなものはあっておりますので、そちら

のほうについても受け入れることといたして

おります。 

 

○内野幸喜委員 とにかく、引き続き、各市

町村をしっかりと、ここに書いてあるとお

り、支援していってほしいなというふうに思

います。 

 それと、もう１点いいですか。 

 

○緒方勇二委員長 はい、どうぞ。 

 

○内野幸喜委員 すみません。これは、くら

しの安全推進課のとこですね。犯罪被害者等

支援条例、これは勉強会もさせていただい

て、私は、必要な条例で、つくるべきだと思

います。 

 これは、全国で何例目かというのをまず教

えていただきたいのと、あと、この間もちょ

っとお話ししたんですが、やっぱりその犯罪

被害者、被害者の二次被害というか、犯罪被

害者のプライバシーがただネット等で逆に明

らかになって、被害を受けて、さらに二次被

害を受けてるような事例っていうのはやっぱ

りあるんですね。そういったところのいろい

ろ取組が書いてありますけれども、やっぱり

警察等とも連携しながら、そういったところ

もしっかりと取り組んでいただきたいと思う

んですが、１つ思ったのが、例えば、ストー

カーの事案で、警察なんかに相談したとき

に、相手には多分注意とか――いろんなケー

スで、逮捕案件にはならないケースもあると

思うんですね。その後、事件に発展する場合

もあります。そういったときに、これを見る

と、例えば15条のところで、「県は、犯罪等

により従前の住居に居住することが困難とな

った犯罪被害者等の居住の安定を図るため、

県営住宅への入居における特別の配慮その他

の必要な施策を講ずるものとする。」と。例

えば、今言ったように、相談の時点でまだ立

件されてない段階で、逮捕とかされてない段

階で、相談の段階でこういったものが可能か

どうか。 

 例えば、ストーカー被害を受けている方と

いうのは、今自分が住んでるところとかもや

っぱり知られたくないわけですよね。で、引

っ越しするケースだってあります。そういっ

たことも、これはカバーするのかどうかとい

うのもお聞かせいただければなと思います。 

 

○田元くらしの安全推進課長 まず、１番目

の御質問なんですけれども、全国でどれだけ

制定されているのかというのにつきまして

は、21都道府県ということになります。 

 次の御質問なんですけれども、警察への被

害親告、事件になるかならないか分からない

その場合の居住のことについてなんですけれ

ども、警察ではといいますか、県では、県警

と連携をしっかり取っております。警察が一

番情報を持っているものですから、そちらか

らの情報をいただいた上で、その御本人さん

が転居等の必要があるというような場合につ

きましては、県営住宅等について、優先的な

入居の手続を進めるというようなことをやっ
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ております。 

 正式に犯罪被害の親告があってからという

わけではなくて、相談を受けた時点から対応

していくというような対応をしているところ

であります。 

 

○内野幸喜委員 要するにどういうことかと

いうと、犯罪被害者等の支援条例、この

「等」のところに、犯罪被害者にならない、

未然のそういう対策もぜひ含めてほしいなと

いうのが要望なんですね。 

 だから、犯罪被害者を支援するというの

は、当然しっかり支援すると、もう一つは、

犯罪被害者にならないように、もし何かあれ

ば未然に対策もしっかりしてもらうと、この

「等」のところで、その分も含めた形でしっ

かりと何か取組をやってほしいなということ

です。 

 もし、その点、何かあれば――ちょっと、

どうですか。 

 

○田元くらしの安全推進課長 被害者の方々

が、まず被害の相談をなされます。そのとき

に、性被害の場合を例に挙げますと、まず、

その被害の事実について、あるいはその被害

者のけが、その他の治療等のためにお医者さ

んにかかる、医療機関にかかるというような

場合がございます。それにつきましては、公

費の負担をしているんですが、それをするか

らといって警察に被害の親告をしなければな

らないというわけではありませんので、被害

親告とはまた切り離して犯罪被害者等につい

ては対応していっているという現状にござい

ます。 

 

○内野幸喜委員 これはもう要望ですね。犯

罪被害者の支援もそうですし、あと県民が犯

罪被害者とならないような未然のいろんな対

策も、これはいろんな機関とも連携しながら

取り組んでほしいなというふうに思います。 

 

○緒方勇二委員長 課長、ストーカー事案

で、注意とか警告の時点で、相談体制で県営

住宅の入居のあっせんとか、この条例の範疇

に入るんですか。 

 

○田元くらしの安全推進課長 ストーカーに

は別に法律がございますので…… 

 

○緒方勇二委員 先ほどのお尋ねはそうだっ

たので。 

 

○田元くらしの安全推進課長 その法律の中

で必要があるのであれば、転居を御案内す

る、アドバイスをするというような形になり

ます。 

 この被害者等支援条例につきましては、身

体犯の被害というのがありますけれども、ス

トーカー、まだ身体的な被害を受けてない方

にあっても、広く被害者等ということで対応

しているところであります。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○小早川宗弘委員 21ページのこの犯罪被害

者等支援条例で、内野先生からもいろいろな

御指摘があっておりますけれども、全国の中

で22番目にできた条例というふうなことで、

非常に熊本県もいい条例をつくったんではな

いかなというふうに思っております。 

 それで、この21ページの６番目とか７番

目、県民の責務について定める、あるいは事

業者の責務について定めるというふうなこと

で、この条例は、やっぱり県民全体でこの内

容をしっかりと知って共有していかんば、や

っぱり地域の中で犯罪被害者の皆さん方をサ

ポートするというか、応援をしていくとか、

非常に犯罪被害者の方は、精神的にも肉体的

にも、犯罪に遭った以降、恐らく一生心の痛
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み、様々な困難を背負って生きていかれると

いうふうに思いますので、そういう部分で

は、やっぱり私たちが、ＳＮＳで二次被害に

遭われないような監視というか、犯罪被害者

を応援するんだというふうな認識を持ってい

くことが必要だと思うとですよね。 

 ぜひ、こういう条例を県民の皆さん方に知

らしめるためのＰＲというか、そういったこ

とを何か考えていらっしゃるんだったら教え

ていただきたいと思います。 

 

○田元くらしの安全推進課長 県では、犯罪

被害者等に対する取組指針というのも以前か

らつくっておりました。それで、県庁だけじ

ゃなくて、関係機関、警察あるいは被害者支

援センター、それらと連携していろいろな活

動をしてきたんですけれども、例えば、11月

の終わりから犯罪被害者週間というのがあり

まして、その中で、一般の聴講者たちに対し

ても、被害者の置かれた実態だとか、皆さん

で支援を途切れることなく続けていかないと

駄目なんですよといったような講演会なんか

も実施しております。また、ポスターやチラ

シでも、いろいろな機会で広報啓発活動を続

けているところであります。 

 

○小早川宗弘委員 犯罪被害者を支援しよう

というふうな意識の高まりは、埼玉県だった

かな、桶川か何かで女子大生か何か監禁され

て殺されたというふうな事件の後ぐらいから

ぐっと――これは20年ぐらい前だったですか

ね。やっぱり犯罪をした人だけではなくて、

その犯罪に遭った方々を地域の中で支えてい

かんばあかんというふうな機運の中で、大分

前から言われていることでありますので、ぜ

ひ熊本県は、この条例ができたというふうな

ことをきっかけに、さらにそういう犯罪被害

者の方々のサポートを強力にやっていくとい

うふうなことを、ぜひＰＲも含めて取り組ん

でいただきたいと思います。そういうことを

することが、逆にまた犯罪被害に遭わないと

いうことにつながるかもしれませんので、そ

ういった取組は強力に、この条例せっかくつ

くったんですから、また一から出発というふ

うなことで取り組んでいただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○緒方勇二委員長 要望でいいですね。 

 

○小早川宗弘委員 はい、要望です。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑ございません

か。 

 

○島田稔委員 資料の12、13ページなんです

けれども、環境センター指定管理者が、キュ

ーネットが５期15年、今回は１者のみだった

ということなんですけれども、業界全体の中

で、もうここはキューネットさんなんだとい

う風潮があるのかどうか、そこら辺執行部と

してどんな見解を持っていらっしゃいます

か。ちょっとお尋ねしたいんですけれども。 

 

○財津環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 実際に今回応募があったのはキューネット

１者ですけれども、その前に現地説明会とい

うのをやっています。そのときは、もう１者

含めてトータルで２つの事業者が現地説明会

に参っていますので、別に、県としてここだ

けということでしているわけではなくて、一

応全部に門戸を開いて、そして、その事業内

容を聞いた中での判断、各者の判断というこ

とで、今回１者だけの申請ということになっ

ております。 

 

○島田稔委員 それと、もう１点お聞きま

す。 

 得点が471点と。で、１者のみの場合、そ
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の得点次第では再度選定やり直しとか、そう

いうこともあるんですか。 

 

○財津環境立県推進室課長 １者の場合、何

点以上が合格とか適とかという、その基準を

設けているわけではございません。この数字

プラス、選定委員会の中でのいろんな質疑応

答において、委員の方たちがこの企業でいい

かどうかというのを判断されるということの

結果でございます。 

 

○島田稔委員 やっぱり切磋琢磨してマンネ

リ化しないようにせぬと、ある部分ちょっと

どうなのかなというふうに感じたものですか

ら、そういうことをちょっとお尋ねしたとこ

ろです。 

 以上です。 

 

○財津環境立県推進室課長 ありがとうござ

います。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑ございません

か。 

 

○小早川宗弘委員 10ページ、男女参画・協

働推進課のパレアのこの維持管理費なんです

かね、管理運営継続支援のための経費という

ことで1,300万円余の予算が計上されており

ますけれども、説明があったように、コロナ

の影響で非常に利用客が減少したというふう

なことなんですけれども、なかなか厳しいと

思いますけれども、今後は、そのコロナ禍の

中でどういった利用者増を考えていらっしゃ

るのか、あるいは利用がない中でも少しでも

経費を削減していこうとされているのか、ち

ょっとそこを教えてください。 

 

○木村男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課です。 

 コロナ禍の中で、パレアさんがどのような

経営努力をして今後対応していこうとしてい

るかという御質問をいただきましたけれど

も、まずは、今はパレアとしてできるコロナ

の対策というものは全てやっております。１

つ例を挙げますと、例えば、パレアは窓がな

い施設なんですけれども、３密を防ぐという

意味で、外気の導入量を最大に設定をしまし

て、できる限り安全に使用していただくよう

にというふうな努力をしております。 

 それ以外に、これは利用者の方に対して対

策を求めるという意味では、マスクの着用で

あったりとか、それから利用当日の検温であ

ったりとか、そして体調が悪かった方には利

用をお控えいただくといったようなこともや

っておりまして、でき得る対策は全て取りな

がら利用を進めているというところでござい

ます。 

 今後につきましても、パレアは最大限の対

策を取っておりますということにつきまし

て、ホームページ上でも周知をしております

けれども、こういったことを広く県民の皆様

にお知らせしながら対応してまいりたいとい

うふうに考えております。 

 

○小早川宗弘委員 パレアは、結構県民から

も、ある企業からも研修はかなり多いという

ふうに聞いておっとですね。会議等とかも、

各種団体からも利用がかなり多いというふう

に思いますけれども、ぜひ、そういうコロナ

感染対策というのを十分に取った施設なんだ

というふうなこともＰＲしながら、少しでも

利用者が安心して、安全に利用できるような

環境づくりを進めていただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑ございません

か。――なければ、以上で質疑を終了しま

す。 

 それでは、説明員の入替えのため、ここで
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10分間休憩いたします。 

 再開は、45分からといたします。 

  午前10時36分休憩 

――――――――――――――― 

  午前10時43分開議 

○緒方勇二委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 まず、前回の委員会以降に商工観光労働部

の組織改正並びに人事異動があっております

ので、自席から自己紹介をお願いします。 

  （商工労働部長、政策審議監～販路拡大

ビジネス課長の順に自己紹介) 

○緒方勇二委員長 それでは、本委員会に付

託された議案等を議題とし、これについて審

査を行いますが、質疑については、執行部の

説明を求めた後に、一括して受けたいと思い

ます。 

 なお、執行部の説明は、効率よく進めるた

めに、着座のまま簡潔にお願いします。 

 初めに、商工労働部長から総括説明を行

い、続いて、関係課長から資料に従い説明を

お願いします。 

 まず、藤井商工労働部長。 

 

○藤井商工労働部長 まず、委員の皆様に

は、大変お忙しい中、先月９日から10日にか

けまして県内９か所、委員会視察をいただき

誠にありがとうございました。 

 私どもも同行させていただきましたが、視

察で学びましたことを今後の施策の中でしっ

かり生かしてまいりたいと考えております。

よろしくお願いいたします。 

 さて、今回提出しております議案等の説明

に先立ち、県内の景気、雇用情勢や新型コロ

ナウイルス感染症及び令和２年７月豪雨災害

への対応につきまして、概略を申し上げま

す。 

 初めに、県内の景気、雇用情勢について

は、11月６日に公表されました日銀熊本支店

の金融経済概観では、「県内の景気は、新型

コロナウイルス感染症などの影響から引き続

き厳しい状態にあるが、持ち直しつつある。

先行きについては、新型コロナウイルス感染

症の趨勢が県内金融経済に与える影響を注視

していく必要がある。」とされております。 

 そのような中、残念ながら、全国的には、

大都市等を中心に感染者が大幅に増加してお

ります。県内では、急激な感染拡大の状況は

見られませんが、継続的に新規感染者が確認

されております。 

 新型コロナウイルスの影響が長期化する

中、県の対応といたしましては、先般実施し

た政府要望の中で、実質無利子、無担保の融

資や雇用調整助成金の特例期間の延長、事業

者への事業継続のための支援策など、強く要

望したところであります。国において、そう

した項目も含め、追加経済対策として、今週

８日に閣議決定されました。 

 県としましても、今後に向けて、事業者の

実情などについて、改めて商工団体などから

御意見を伺っているところでございます。 

 事業者の皆様にこの難局を乗り切っていた

だけるよう、国のＧｏＴｏキャンペーンや新

たな経済対策も最大限に活用しながら、県と

して必要な支援策に全力で取り組んでまいり

ます。 

 あわせて、新型コロナウイルスの影響で生

まれた企業の国内回帰、地方への拠点の分散

化の動きや人の流れをしっかりと捉えた取組

強化が必要でございます。本県へのさらなる

投資につながるよう、誘致活動や新たな産業

創出にも力を入れてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、７月豪雨災害への対応についてで

す。 

 被災した中小企業者等の復興支援として、

８月31日から受付を開始しましたなりわい再

建支援補助金では、これまでに延べ約2,000

件の相談に対応し、11月16日までの第３次公

募期間で111件の申請を受け付けておりま
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す。 

 また、商店街災害復旧等事業を創設し、被

災した商店街等の街路灯の撤去、復旧を支援

するほか、10月に専決処分させていただきま

した球磨川流域復興基金を活用し、市町村が

仮設商店街を設置する際の土地の借地料、土

地造成費等や既存商店街の街路灯の電気代に

ついても支援を行うこととしております。 

 引き続き、商工団体等と連携を密にして、

個々の状況に応じたきめ細やかな相談対応等

を行い、これらの事業が円滑に進むよう、被

災された事業者に寄り添った支援を行ってま

いります。 

 それでは、商工労働部関係の議案の概要に

つきまして御説明申し上げます。 

 今回提案しております議案等は、予算関係

が１件、条例等関係が３件でございます。 

 まず、予算関係につきましては、なりわい

再建支援事業や技術短期大学校の施設整備等

に係る繰越明許費及び来年度の年間委託契約

事務等に係る債務負担行為について御提案申

し上げております。 

 そのほか、条例等関係につきましては、９

月議会で議案以外のその他の報告事項として

素案を御報告させていただきました熊本県産

業成長ビジョン等についてお願いしておりま

す。 

 最後に、議案以外のその他の報告事項とし

て、球磨川流域復興局作成の令和２年７月豪

雨からの復旧・復興プランについても御報告

させていただきます。 

 以上が今回提出しております議案等の概要

でございますが、詳細につきましては、関係

課長が御説明いたしますので、御審議のほど

よろしくお願い申し上げます。 

 

○緒方勇二委員長 次に、担当課長から説明

をお願いいたします。 

 

○増田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 委員会説明資料をお願いいたします。ペー

ジは、22ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 災害復旧費で240億円の設定をお願いして

おります。 

 右事項欄のとおり、なりわい再建支援事業

につきまして、年度内の事業完了が見込めな

いため、その全額について繰越明許費の設定

をお願いしております。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○岡村労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 説明資料の23ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の設定をお願いしております。 

 右側の事項欄、１つ目のポツ、熊本県職業

能力開発施設拠点化推進事業は、老朽化対策

が必要な高等技術専門校の建物の再整備及

び、仮称ですが、技能振興センターの設置に

要する基本設計等の経費でございます。 

 新型コロナウイルス感染症等の影響によ

り、９月補正予算成立後の事業開始となり、

事業期間が令和３年度にわたる可能性がある

ため、繰越しを行うものでございます。 

 ２つ目のポツ、技術短期大学校教育対策事

業は、技術短期大学校の建物や空調設備等の

大規模な改修工事であり、今年度に引き続き

令和３年度も工事を実施する必要があるた

め、工事費等について繰越しを行うものでご

ざいます。 

 次に、説明資料の24ページをお願いいたし

ます。 

 債務負担行為の追加をお願いしておりま

す。 

 １段目のしごと相談・支援センター関係業

務につきましては、求職者等に対する就労支

援をするためのキャリアカウンセリング及び

生活相談の業務委託でございます。 
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 しごと相談・支援センターは、仕事に関す

る相談窓口として、熊本市水道町の朝日生命

ビルの一角に設置しているもので、国と一体

となったワンストップサービスを実現するた

め、ハローワークと同じ場所に設置しており

ます。 

 今回は、同センターの業務委託により実施

しているキャリアカウンセリング及び生活相

談に係る債務負担行為の設定でございます。 

 年度内に一般競争入札による契約手続を完

了しておく必要があり、その契約事務等に要

する時間を考慮し、債務負担行為の設定をお

願いしているところでございます。 

 ２段目の障がい者特別委託訓練業務でござ

いますが、これは、身体障害者及び精神障害

者を対象としたＩＴ関連の訓練業務を民間事

業者に委託して実施するものです。 

 令和３年度から４年度の２年間の訓練とな

り、また、入校手続を年度内に行うために、

年明けから準備を進めておく必要があること

から、債務負担行為の設定をお願いしている

ところでございます。 

 ３段目の就職氷河期世代活躍促進事業でご

ざいますが、これは、就職氷河期世代の長期

無業者を対象に、相談窓口やスキルアップの

機会の提供、多様な働き方体験などの就労体

験や経済的自立等を目的とした支援を、オン

ラインを通じて提供するものです。 

 年度内に企画コンペによる契約手続を完了

しておく必要があり、その契約事務等に要す

る時間を考慮し、債務負担行為の設定をお願

いしているところでございます。 

 労働雇用創生課からは以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○大下産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 資料の25ページをお願いします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 地域未来投資促進事業は、熊本県地域未来

投資基本計画に定める自然共生型産業分野に

おいて、高い付加価値を創出し、地域の事業

者に対し経済的効果を及ぼすことで地域経済

を牽引する先進性の高い取組を支援する事業

でございます。 

 このたび、補助事業者が導入予定であった

資材の生産工場が新型コロナウイルス感染症

拡大の影響により停止したことで、資材調達

の遅れが生じ、年度内の事業完了が困難な状

況となったため、繰越明許費の設定をお願い

するものでございます。 

 繰越明許費についての説明は以上です。 

 続きまして、お手元の資料、27ページを御

覧ください。 

 議案第22号、熊本県産業成長ビジョンの策

定についてですが、条例で議会の議決が必要

な計画とされておりますので、提案をするも

のでございます。 

 既に９月の経済環境常任委員会において概

要を御説明させていただきました。その後、

10月８日から11月６日までパブリックコメン

トを実施し、１名の方から３件の御意見をい

ただきました。本文の修正が必要な点はあり

ませんでしたが、今後の取組の参考とさせて

いただきます。  

 それでは、産業成長ビジョンの内容を御説

明させていただきますが、前回の委員会と重

複しますので、重点事項を中心に、簡潔に御

説明をさせていただきます。 

 お手元に配付しておりますＡ３の概要ペー

パーを御覧ください。 

 県では、熊本県産業振興ビジョン2011を平

成22年に策定しております。このビジョンが

今年12月で終期を迎えることから、新たなビ

ジョンの策定に向け、検討を重ねてまいりま

した。 

 旧ビジョンでは、選ばれる熊本を実現する

リーディング産業群の形成を掲げ、重点５分

野を中心に産業形成に取り組んでまいりまし

た。 
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 近年は、第４次産業革命といった基盤技術

の発展やＳＤＧｓの取組など、社会環境が大

きく変化してきました。そのような中、今年

に入り、新型コロナウイルス感染症の拡大や

大規模自然災害が発生し、県経済、県内企業

は極めて厳しい状況に陥るとともに、既存事

業の課題やリスク、変革の必要性が改めて明

らかになりました。 

 しかし、こうした状況を変革のチャンスと

捉え、前向きな産業施策を進めることが重要

と考えております。 

 次期ビジョンでは、2030年頃の目指す姿と

して、「優れた人材や技術の「Ⅹ(クロス)」

により次代を切り開く「価値を創造」して

「快適で豊かな県民生活」を実現する熊本」

を掲げさせていただき、資料に記載の３つの

基本姿勢に基づき、産業施策を展開してまい

ります。 

 対象業種につきましては、製造業とＩＴ関

連産業を主な対象業種とし、医療、農業、観

光等のほかの業種と連携した取組を積極的に

支援いたします。 

 計画期間は、令和３年からの10年間といた

しますが、社会構造の変化が速いことから、

基本姿勢や未来像といった核となる部分を除

いた重点的な取組などは、３年間を基本とし

て必要な見直しを検討いたします。 

 未来像の実現に向けて、４つの重点的な取

組を進めてまいります。これにより、基幹産

業のさらなる成長を目指すとともに、熊本の

強みを生かした新たな産業の創出や魅力発信

を促進してまいります。 

 １つ目は、先端技術導入等による企業の稼

ぐ力の強化です。企業がデジタル技術を導入

して、ビジネスや組織を変革するデジタルト

ランスフォーメーション、いわゆるＤＸの導

入や事業承継、Ｍ＆Ａ支援などを進めてまい

ります。 

 ２つ目は、熊本型イノベーション・エコシ

ステムの構築による新産業の創出です。これ

は、熊本の強みを生かし、持続的に産業が創

出される仕組みのことで、イノベーション拠

点の形成や起業支援体制の充実などに取り組

みます。 

 ３つ目は、本県の産業を支える人材の育

成、確保です。女性、高齢者、外国人等の多

様な人材の活躍やＩＴ人材の育成などを進め

ます。 

 ４つ目は、海外展開、連携の促進による機

会の拡大です。海外展開支援体制の強化など

を進めます。 

 次に、指標の設定です。 

 次期ビジョンでは、目指す姿を評価する総

括指標、重点的な取組を評価する重点指標、

そして、年度内に策定するアクションプラン

において設定する個別指標の３段階の指標を

設定します。 

 ただし、新型コロナの影響などによって不

確実性が高まっていることから、目標値は柔

軟に運用したいと考えています。 

 以上、簡単ではございますが、熊本県産業

成長ビジョンの概要について御説明させてい

ただきました。 

 県としても、県内企業の成長に必要な支援

を実施してまいりたいと考えております。 

 産業支援課からは以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○上塚エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 説明資料の26ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 蓄電池普及による防災拠点・再エネ促進事

業は、社会実験のための住宅用蓄電池設置補

助と県立高校への蓄電池設置に要する経費で

ございます。 

 ９月補正での予算成立後、住宅用蓄電池設

置については、11月に15件の補助の交付決定

を行い、県立高校への蓄電池設置について

は、教育庁の施設課と協議を進めているとこ
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ろです。 

 どちらも蓄電池の設置工事に伴うものであ

り、事業期間が令和３年度にわたる可能性が

あるため、繰越しを行うものでございます。 

 次に、説明資料、28ページをお願いしま

す。 

 第２次総合エネルギー計画の策定について

ですが、条例で議会議決が必要な計画とされ

ておりますので、提案するものです。 

 既に９月の経済環境常任委員会において概

要を説明させていただきました。その後、10

月８日から11月６日までパブリックコメント

を実施し、１団体から10件の御意見をいただ

きました。本文で語句の修正を行ったものが

５件、反映困難なものが１件、今後の取組の

参考とするものが１件、本ビジョンと直接関

係ないが意見として伺ったものが３件でし

た。 

 また、御存じのとおり、国の新たな動きと

して、10月に菅首相による国としての2050年

カーボンゼロ宣言と、それに伴う規制緩和方

針や優遇税制導入予定の発表がありましたの

で、概要版及び本文で修正させていただいて

おります。これら国の方針と連携して、県と

しての取組を進めていく所存です。 

 それでは、内容を説明させていただきます

が、前回の委員会と重複しますので、重点的

取組等を中心に、簡潔に説明させていただき

ます。 

 別添の第２次熊本県総合エネルギー計画概

要を御覧ください。 

 まず、本計画は、2030年度までのエネルギ

ーに関する総合計画です。 

 資料右上、５、基本方針、重点的取組の一

番上に記載のとおり、今回の計画は、2050年

県内カーボンゼロの実現のための初めの一歩

として、2030年度に向け、再生可能エネルギ

ーの利用促進や省エネルギー推進等に取り組

みます。 

 2030年の目標としては、１つ戻っていただ

いて、４の目標の円グラフですが、９月の委

員会で御説明したとおり、県内の再エネによ

るエネルギー自給率を、エネルギー全体で35

％、電力で50％としています。 

 その目標達成に向けて、８つの重点的取組

を掲げておりますが、ポイントのみ説明しま

す。 

 資料の一番右側をお願いします。 

 ①の「空港周辺地域等でのスマートシティ

創造」については、先般公表されたＵＸプロ

ジェクトと連携しながら、世界的な流れであ

る再生可能エネルギー100％の電力、ＲＥ100

電力を使った産業団地等を空港周辺に形成

し、既に立地している県内企業の価値を増大

させたり、脱炭素時代の企業立地面のブラン

ドとしてアピールしていくことを考えていま

す。 

 １つ飛びまして、③の「くまもと版グリー

ン・ニューディールの実現」については、復

旧・復興有識者会議からの提言を受け、球磨

川流域の豊かな森林や水、風などの再エネ資

源を生かし、バイオマス、小水力、風力、そ

して屋根置き太陽光発電等を推進するもので

す。 

 一方で、最近、県南地域において、風力発

電施設立地を懸念する住民意見も聞かれます

し、メガソーラーによる環境影響への懸念も

あります。よって、「⑧すべての県民に愛さ

れる再エネ施設」においては、再エネ施設の

整備において、事業者、地元がコミュニケー

ションを取りつつ、再エネ施設が地域ととも

に発展することを促進することとしておりま

す。 

 以上、簡単ですが、第２次総合エネルギー

計画案の概要について説明させていただきま

した。 

 本計画に基づき、庁内組織や市町村、民間

団体等とも連携して、2050年県内カーボンゼ

ロに向けた再生可能エネルギー利用促進や省

エネルギーの推進に取り組んでまいりたいと
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考えておりますので、御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○工藤企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 資料は、元に戻りまして、常任委員会説明

資料の29ページをお願いいたします。 

 第12号議案、熊本県工場等設置奨励条例及

び熊本県税特別措置条例の一部を改正する条

例の制定について御説明をいたします。 

 内容につきましては、おめくりいただきま

して、30ページの概要により御説明をいたし

ます。 

 １の改正の趣旨でございますが、本県で

は、経済の活性化のため、県内に工場等を新

設、増設された事業者に対し、不動産取得税

等の県税の課税免除を行っており、記載して

おります２つの条例でその取扱い等を規定を

しております。 

 今般、条例が引用しております国の法律、

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発

展の基盤強化に関する法律が改正されまし

て、条例の規定を改正するものでございま

す。 

 ２の改正の内容につきましては、法律の条

項のずれや省令の題名の改正に伴い、所要の

規定の改正を行うものでございます。 

 条例の施行日は、公布の日としておりま

す。 

 企業立地課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○緒方勇二委員長 次に、観光戦略部長から

総括説明を行い、続いて、担当課長から資料

に従い説明をお願いします。 

 まず、寺野観光戦略部長。 

 

○寺野観光戦略部長 まず、一言御礼を申し

上げます。 

 委員の皆様には、先月の管内視察、陸海空

のルートを使いまして盛りだくさんの内容で

ございましたが、御対応いただき誠にありが

とうございました。学びましたことを今後の

取組にしっかり活用してまいりたいと思いま

す。 

 それでは、県内観光に対する新型コロナウ

イルス感染症や７月豪雨災害の影響及び県内

観光、経済の回復に対する取組について御説

明申し上げます。 

 まず、本県観光の現況でございますが、県

内の主要宿泊施設調査における本年３月から

11月の宿泊者数は、前年同期と比べると約60

％減の見込みとなっており、前回の委員会で

御報告した見込みから14ポイントの改善とな

っております。 

 国のＧｏＴｏトラベルキャンペーンや国道

57号全線開通による阿蘇地域へのアクセス回

復が旅行者のマインドを向上させたものと推

察され、10月、11月は、前年同期と比べ約25

％減にまで持ち直してきております。経済損

失の推計額は857億円と、影響は依然として

大きいものの、回復の兆しが見られます。 

 また、全国的には、新型コロナウイルス感

染症は再び感染拡大傾向にありますが、本県

におきましては、国が示すステージ３に該当

する状況には至っておりません。そのため、

現時点では、国のＧｏＴｏトラベルキャンペ

ーンやＧｏＴｏイートキャンペーンにおきま

して、本県では特段の制限を求めないことと

しております。 

 県では、宿泊施設や飲食店、そしてその利

用者の皆様に対して、感染防止対策の徹底を

働きかけ、感染拡大防止と地域経済活性化の

ベストバランスを目指してまいります。 

 次に、県内観光、経済の回復に向けた当部

での具体の取組について御説明申し上げま

す。 

 まず、ワーケーションの実証事業をスター

トしました。今後、ビジネスマン等を対象と

した新しい旅行需要の創出や、平日や閑散期
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のホテル等の稼働率向上につなげてまいりま

す。 

 また、県産品の販路拡大につきましては、

県内食品メーカーや大手百貨店などとのオン

ライン商談会及び巣籠もり需要の高まりを捉

えました県物産振興協会のＥＣサイト販促キ

ャンペーンを実施し、県産品のＰＲと消費拡

大につなげているところでございます。 

 次に、人吉、球磨をはじめとする７月豪雨

被災地域の観光再生につきましては、地域の

観光事業者などと意見交換を重ね、応急期、

復旧期、復興期のステージに対応した戦略づ

くりを行っております。 

 現在進めている被災事業者の事業再建支援

や地域のニーズに応じた観光需要喚起策とと

もに、実施効果を最大限に高め、一日も早い

観光の復興とにぎわいの創出につなげてまい

ります。 

 続きまして、観光戦略部関係の議案の概要

につきまして御説明します。 

 今回御提案しております議案などは、予算

関係が１件、条例等関係が２件であります。 

 まず、予算関係につきましては、来年度の

年間委託契約などに係る債務負担行為及び施

設の災害復旧等に係る繰越明許費についてお

諮りしております。 

 また、条例等関係におきましては、指定管

理者の指定について御提案しております。 

 以上、私からの総括説明とさせていただき

ます。 

 詳細につきましては、関係課長から御説明

しますので、御審議のほどよろしくお願い申

し上げます。 

 

○緒方勇二委員長 次に、担当課長から説明

をお願いします。 

 

○府高観光交流政策課長 観光交流政策課で

ございます。 

 説明資料の31ページのほうを御覧くださ

い。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 旅券発給業務ですけれども、県庁におけま

す窓口対応、それから申請書の審査、そして

旅券作成等に係る業務委託を令和３年４月か

ら実施するため、年度内に契約の事務を行う

必要があります。そのため、1,796万9,000円

の債務負担行為の設定をお願いするもので

す。 

 観光交流政策課は以上です。よろしくお願

いいたします。 

 

○脇観光企画課長 観光企画課でございま

す。 

 説明資料の32ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 観光統計パラメーター調査事業でございま

すが、国が示す全国共通基準に基づき、観光

入り込み客実数、それから訪問地、再訪意向

等を、県内観光地で対面調査を行うための業

務委託を令和３年４月から実施するため、年

度内に契約事務を行う必要がありますことか

ら、426万円余の債務負担行為の設定をお願

いするものでございます。 

 観光企画課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いをいたします。 

 

○池田販路拡大ビジネス課長 販路拡大ビジ

ネス課でございます。 

 説明資料の33ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 産業展示場災害復旧等事業として、４億

4,200万円余の繰越しをお願いするものでご

ざいます。 

 本年度は、電気設備や空調設備等の一部工

事について、利用者への影響を考慮いたしま

して、予約や利用状況に応じた工事計画を調

整する必要がございます。よって、工事期間

に不足を生じるおそれがあるため、繰越枠の

設定をお願いするものでございます。 
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 続きまして、34ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 伝統工芸館管理運営業務でございますが、

第４期分、令和３年度から７年度までの５年

間の指定管理委託料といたしまして、３億

9,500万円余の債務負担行為の設定をお願い

するものでございます。 

 なお、資料中段の年次別内訳の中で、令和

６年度の限度額が大きくなっておりますの

は、大規模改修工事に伴う半年間の休館によ

り収入減となるため、指定管理委託料が増加

するためでございます。 

 続きまして、35ページをお願いいたしま

す。 

 議案第29号、指定管理者の指定についてで

すが、ただいま説明しました熊本県伝統工芸

館の管理運営業務につきまして、一般財団法

人熊本県伝統工芸館を指定管理者として、令

和３年４月から令和８年３月末まで指定する

ものでございます。 

 おめくりいただいて、資料、36ページ、37

ページに選定の経緯を記載しています。 

 今回の公募により申請がありましたのは、

一般財団法人熊本県伝統工芸館１者でござい

ます。 

 熊本県伝統工芸館の現指定管理者としての

これまでの経験と実績に基づく施設管理運営

の着実な実施に加え、伝統的工芸品産業の振

興に資する提案等が選考委員会で高く評価さ

れたことを踏まえ、選定することとしまし

た。 

 続きまして、38ページをお願いいたしま

す。 

 議案第30号、同じく指定管理者の指定につ

いてですが、熊本産業展示場の管理運営業務

につきまして、熊本産業文化振興株式会社を

指定管理者として、令和３年４月から令和８

年３月末まで指定するものでございます。 

 資料、39ページ、40ページに選定の経緯を

記載してます。 

 今回公募により申請がありましたのは、熊

本産業文化振興株式会社１者でございます。 

 熊本産業文化振興株式会社の現指定管理者

として、これまでの経験と実績に基づく施設

管理運営の着実な実施に加え、施設の効用を

最大限発揮させるための提案等が選考委員会

で高く評価されたことを踏まえ、選定するこ

ととしました。 

 販路拡大ビジネス課は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○緒方勇二委員長 次に、企業局長から総括

説明を行い、続いて、担当課長から資料に従

い説明をお願いします。 

 まず、藤本企業局長。 

 

○藤本企業局長 企業局でございます。 

 提出議案の説明に先立ち、企業局が所管す

る事業の取組状況について御説明を申し上げ

ます。 

 まず、令和２年７月豪雨で被災した水上村

の笠振発電所につきましては、現在復旧工事

を進めておりますが、被災箇所が多数に上る

ことや敷地に隣接した護岸工事が来年度以降

に実施されることもあり、しばらくの間発電

停止が続く見込みです。 

 続いて、事業ごとの状況を御説明します。 

 電気事業では、主力の水力発電所のリニュ

ーアル事業のうち、発電機の更新が完了した

市房発電所につきましては、２つの発電所と

も順調に稼働しております。現在、工事の最

終段階である進入路等の舗装工事を行ってお

り、今年度中に完了する見込みです。 

 緑川発電所につきましては、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、工事の着手に若

干の遅れはありましたが、令和３年度中の発

電再開を目指し、現在工事を行っておりま

す。 

 次に、工業用水道事業では、有明及び八代
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工業用水道事業におけるコンセッション方式

の導入に関しましては、９月定例会で運営権

設定に係る議決をいただいたことから、10月

27日に運営事業者と実施契約の締結を行いま

した。 

 今後は、運営事業者への業務引継ぎ等を着

実に進めてまいります。 

 最後に、有料駐車場事業につきましては、

次期指定管理者の指定に向けた手続を進めて

おり、10月に開催しました外部有識者による

指定管理候補者選考委員会での選考を経て、

候補者を選定し、今定例会に事業者の指定に

係る議案を提出しております。 

 今回の提出議案につきましては、予算関係

議案として、補正予算１件、債務負担行為の

設定３件、条例等議案として、ただいま御説

明しました指定管理者の指定１件でございま

す。 

 詳細につきましては、総務経営課長から説

明いたしますので、御審議のほどよろしくお

願いいたします。 

 

○緒方勇二委員長 次に、担当課長から説明

をお願いします。 

 

○永松総務経営課長 総務経営課でございま

す。 

 企業局の11月補正予算等について御説明い

たします。 

 今回は、７月豪雨に係る工業用水道施設被

害の復旧関係の補正１件、令和３年度以降分

の債務負担行為の設定３件及び有料駐車場の

指定管理者の指定１件をお願いするものでご

ざいます。 

 説明資料の42ページをお願いいたします。 

 初めに、工業用水道事業に係る補正予算で

ございます。 

 ７月豪雨により、有明工業用水道関連で竜

門ダムの津江導水路取水口設備、及び八代工

業用水道関連で遙拝頭首工において被害が発

生しております。そのため、これらの施設に

係る災害復旧費の利水者負担金の所要額をそ

れぞれ計上しております。 

 43ページをお願いします。 

 電気事業会計に係る債務負担行為の設定で

ございます。 

 情報処理関連業務の企業局情報ネットワー

ク用サーバー及び関連機器リース、企業局本

庁と各出先機関を結ぶインターネット関連機

器のリースでございます。 

 来年４月１日から使用を開始するため、今

年度中に契約を行う必要があることから、限

度額627万円余の債務設定をお願いするもの

でございます。 

 １枚おめくりいただきまして、44ページを

お願いします。 

 １段目は、企業局所有施設等管理業務の発

電総合管理所建物清掃委託及び幸野、船津の

両ダムに係るダムゲート等点検業務委託でご

ざいます。 

 いずれも今年度中に契約を行う必要がある

ことから、限度額4,873万円の債務設定をお

願いするものでございます。 

 ２段目は、緑川第三発電所自動制御装置等

取替及び水車発電機全分解点検工事でござい

ます。 

 当発電所は、現在ＦＩＴの対象でございま

すが、制度適用満了後の令和４年１月から開

始する水車発電機全分解点検工事に合わせ、

自動制御装置等の取替えを行うため、装置の

製作を来年４月から取りかかりたいと考えて

おります。 

 以上の理由により、今年度中に契約を行う

必要があることから、限度額３億53万円余の

債務設定をお願いするものでございます。 

 続きまして、14ページをお願いしたいと思

います。 

 議案第28号、指定管理者の指定でございま

す。 

 県営有料駐車場等の運営及び施設の保守業
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務等につきまして、日本パーキンググループ

を指定管理者として、令和３年度から７年度

まで指定するものでございます。 

 15ページをお願いします。 

 選定の経緯等について御説明いたします。 

 ９月18日から公募を開始したところ、３者

から応募がありました。10月29日の外部有識

者による選考委員会を経て、11月４日に局内

の指定管理者制度運営会議を開催しました。 

 今回の選定に当たっては、熊本市中心市街

地の振興及び地域貢献の寄与度を新たな審査

基準に加えたほか、県内に本社を有する場

合、100点満点中10点を加点するなど、県内

企業の参入にも配慮したところでございま

す。 

 その結果、地元企業が構成企業として参画

した日本パーキンググループを選定しまし

た。 

 その理由としては、これまで５年間の指定

管理者としての実績のほか、くまモンＩＣカ

ード決済の導入など、利便性の向上につなが

る新たな提案や県への納付金額も他の２者を

大きく上回った点などを評価しました。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○緒方勇二委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、各部局を一括して質疑を受

けたいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いしま

す。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のまま説明をしてください。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○内野幸喜委員 商工労働部長の総括説明に

もありましたし、それから観光戦略部長の総

括説明にもありましたが、ＧｏＴｏトラベル

ですね。特に、観光戦略部長の説明では、本

県では特段の制限を求めないこととしており

ますと。 

 実際、やっぱりこれで非常に恩恵を受けて

る業界ってたくさんあるんですね。先月末だ

ったんですけれども、玉名のあるホテルで会

合がありまして、ちょうど支配人が玄関口で

来る人の全ての検温をされてたんですね。ち

ょっと話したら、今日は満室ですとおっしゃ

っていました、その日はですね。やっぱり今

国のほうでこのＧｏＴｏについていろいろ議

論がされてるけれども、ぜひその地域性を考

えてやってほしいという意見がありました

ね。だから、東京とか――当時は、北海道と

かいろいろ議論が出ていましたけれども、そ

れで４月、５月、６月とかの非常に厳しい時

期を考えると、今やっとどうにかこうにか宿

泊者が増えてきたとおっしゃっていたので、

だから、そういう意味では、本県では特段の

制限を求めないこととしておりますと。それ

からベストバランス、やっぱりこれが大事

で、経済の活性化と感染拡大防止、両方求め

ていくというのがウィズコロナということの

中でやっぱり重要だろうと思ってます。 

 そこでお聞きしたいのが、そのＧｏＴｏト

ラベルで熊本には実際どれぐらいの方が宿泊

されたのか、分かるのであればお聞かせいた

だければなと思うんですが、これはどこにな

るんですかね、課としたら。観光振興のほう

になるんですかね。 

 

○川嵜観光振興課長 観光振興課でお答えさ

せていただきます。 

 観光庁が発表しました11月15日までのＧｏ

Ｔｏトラベルの利用者が、全国で5,260万人

という数字が出ております。これが、各都道

府県別になると、詳細なデータというのは出

てないというのが実情です。 

 

○内野幸喜委員 じゃあ、基本どうなんです

か。これから、例えば、ホテルとか旅館のそ
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れぞれの事業者さんのほうに聞き取りとかや

る予定とかあるのかというのはどうですか。 

 

○川嵜観光振興課長 観光振興課です。 

 観光振興課のほうでは、熊本県のくまもっ

と泊まろうキャンペーンというのを７月、８

月にさせていただきましたので、その関係性

が構築できてますので、今ヒアリングを、各

ホテルさん、旅館さんにはいろいろ意見をお

伺いしております。 

 その中では、ちょっとすみません、外れま

すけれども、今のところ、委員おっしゃった

ように、ＧｏＴｏトラベルの影響が出ておる

ということで、一番心配なのは、そのＧｏ 

Ｔｏトラベルが終わったときの対策、反動減

がちょっと心配ですねっていうようなお話は

やはり伺ってるところです。 

 いずれにしても、現場の声を、私たち非常

に重要視したほうがいいかなと思っておりま

すので、機会をなるだけつくって現場の声を

聞くようにはしております。 

 

○内野幸喜委員 実際、宿泊もそうですし、

電子クーポンと紙クーポン、こういったもの

も利用がやっぱり多くて、通常であれば、管

内のお土産屋さんでも、1,000円いかなかっ

たケースが、今はもう1,000円以上御購入い

ただくとか、非常にそういう効果もあるとい

うことをおっしゃってたんですよね。だか

ら、そういう意味では、本当もうさっきから

何度も言いますけれども、活性化もそうです

し、感染予防も両方求めていくと、ベストバ

ランス、こういう形でやっぱりやっていって

ほしいなというふうに思います。 

 それから、これは観光戦略部に聞くべきな

のかどうか分からないですが、県内のその 

ＧｏＴｏ関係で感染、要するに陽性者が出た

とかっていう、そういう情報って入っている

んですかね。私は聞いてないんですが、そこ

はどうなんでしょうか。 

 

○川嵜観光振興課長 私どものほうでも、そ

の情報としては把握をしておりません。 

 

○内野幸喜委員 分かりました。 

 それとまた、関係していいですか。 

 それから、ＧｏＴｏイートのほうですね。

イート、第２次で今やってるんですかね。今

テレビのＣＭなんかでもやってますけれど

も、その販売というんですかね、その申込み

というのはどういう状況ですか。 

 

○池田販路拡大ビジネス課長 委員おっしゃ

るとおり、ＧｏＴｏイート、３期に分けて、

管理者はＪＴＢさんが事務局としてやられて

るんですけれども、今２期目を販売しており

ます。 

 １期目はもう完売したんですけれども、２

期目が若干、一番初めはよかったんですけれ

ども、感染が若干拡大したということで、ま

だ完売まではしてないというふうには聞いて

おります。 

 来年度、また第３期のほうが、35万だった

ですかね、一応用意はされておりますけれど

も、全体的には半分一応売り切ったというよ

うな話を聞いております。 

 

○早田順一委員 32ページの、観光企画課長

にお尋ねします。 

 債務負担行為の観光統計パラメーター調査

事業でございますけれども、まず１つが、全

国共通基準による観光入り込み客実数等々書

いてありますが、この全国共通基準というの

がどういったものかを教えてください。取り

あえず、それをお願いします。 

 

○脇観光企画課長 観光企画課でございま

す。 

 今委員の御指摘のありました全国共通基準

というものでございますが、これは、実は観
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光庁が定めておりまして、必ず動態調査をす

る――このパラメーター調査というのは、動

態調査のことなんですけれども、四半期に１

回休日を必ず含んでくれとか、それから各県

10か所以上の観光施設でアンケート調査をし

てほしいとか、それから観光施設への訪問者

を対象に、１回当たり大体3,000サンプルぐ

らいは取ってほしいと、そういうような幾つ

かの共通基準を設けて全国で展開しているも

のでございます。 

 以上です。 

 

○早田順一委員 各市町村の入り込み客数と

か、あと観光地といいますか、その宿泊数で

すね。宿泊数というのは、先ほど部長の話に

も出ておりましたけれども、泊まられたお客

さんの数というのは確実に把握はできますけ

れども、この観光入り込み客数、これが不思

議というか、どういうふうにカウントされて

るのかがちょっと分からぬとですが、例えば

山鹿市なんかは、１日当たりにすると１万人

以上の方が来られてるんですよ、観光客とし

てですね。どう考えても、来られてるのかど

うかがちょっと不思議な数字なんですが、よ

その市町村でも恐らくそういう現象が起こっ

てるんじゃないかなと思いますけれども、実

質の入り込み客数が、これが正しいのかどう

かちょっと疑問があるんですが、その点どう

お考えですか。 

 

○脇観光企画課長 観光企画課でございま

す。 

 今委員の御指摘をいただいた入り込み客数

についてなんですけれども、先ほど御説明さ

せていただいたように、各市町村の皆様方に

照会をさせていただいて、こちらのほうから

一定の基準を基に施設を抽出させていただい

ております。 

 観光地点の選出の方法として、例えば、非

日常利用が多い――これはどういったことを

言いますかといいますと、域外利用者が、そ

の施設、その観光地に対して半分以上ぐらい

利用されていることが１つ。それから特定の

月で5,000人以上、年間で１万人以上の利用

があるような観光施設、それからイベントも

一応含まれております。ですので、若干多く

感じるかもしれないんですけれども、例えば

道の駅ですとか山鹿灯籠まつり、こういった

ものも実はその観光地点調査ということで入

り込み客数の中に入ってございます。ですの

で、半分以上が観光客もしくは域外客とはい

いましても、半分以内は、逆に言いますと、

地域の方々の利用も多少入ってるというとこ

ろもあります。 

 ですので、総体的に見ると、委員御指摘の

ように、多く感じるかもしれませんが、間違

いなくその観光施設、それからイベント等に

は、総計すると、おおむねこちらから統計を

出した数字ほどは来てるというふうに認識を

しております。あくまでこれは実数をいただ

いた上で積み上げておりますので、大きな差

異は多分ないんだろうというふうに思っては

おります。 

 観光企画課は以上です。 

 

○早田順一委員 まあ、道の駅等々を入れる

と、かなり地元の方も行かれているんじゃな

いかなというふうに思います。この数字が本

当に実数なのか、それより多いなら、何か各

市町村の、要は観光対策そういったものに何

か油断が生じないかなと、そういう心配をす

るわけですね。しっかりとした統計じゃない

と、なかなかその対策というのが取れないよ

うな状況でありますので、まあこの数字が正

しいのであれば本当ありがたいんですが、こ

れが、数字が大分本当は少ない状況であるな

らば、これはもう一回気合を入れて、各県も

市町村も戦略を練らないといけないような感

じがしましたので質問しました。 

 それと、今度は逆に、先ほど内野委員のほ
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うから話がありましたＧｏＴｏトラベル関係

ですね。こういった調査というのは、これは

一緒には今後できないものなんでしょうか。 

 

○脇観光企画課長 観光企画課のほうで、四

半期に１回というか、毎月なんですけれど

も、宿泊統計調査ということで、実は、この

コロナ禍でどれぐらいお客様が減ってるかど

うかというのを、県内約40施設を対象に調査

をさせていただいております。 

 その中で、ＧｏＴｏトラベルの利用者につ

いても、一番最初の段階では、何割ぐらい使

ってらっしゃるのかというのは、おおむね数

字としては出していただいてるところであり

ますけれども、先ほど観光振興課のほうでも

御説明があったとおり、毎月、そして、なお

かつＧｏＴｏトラベルの場合、ちょっと幅が

かなり大きいものですから、詳細については

なかなかうちでも把握がし切れず、国に対し

て、数字についての開示というか、教えてい

ただきたいとお話をしてるんですが、なかな

か御回答いただけてないというところもござ

います。 

 ですので、我々のほうでも、先ほどの観光

振興課の説明にありましたように、地域の皆

様方からしっかり情報を取りながら、その全

容について把握に努めていきたいというふう

に思っております。 

 

○早田順一委員 どうせ調査されるなら、ぜ

ひ一緒に効率よくしていただければと思いま

す。 

 以上です。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑は。 

 

○前田憲秀委員 エネルギー政策について幾

つかお尋ねをしたいんですけれども、大下課

長からもあった産業成長ビジョンも、エネル

ギー計画にしても、次の更新年度があるから

議会の承認を得ないといけないという前置き

がありました。私も、基本的には、きちんと

承認はさせていただこうと思うんですけれど

も、特にエネルギーに関して、これから10年

は非常に日本にとっても熊本県にとっても重

要な位置づけかなということで、何点かお尋

ねをしたいんですけれども、まず、このＡ３

のカラーの用紙で説明いただいた、右のほう

の重点的取組の中に、「空港周辺地域等での

スマートシティ創造」の中にＲＥ100という

のがあります。リニューアブルエナジーと言

うんだったですかね。これは、できればちょ

っと詳しく説明していただいていいですか。 

 

○上塚エネルギー政策課長 ＲＥ100といい

ますのは、リニューアブルエナジー100とい

うことで、再生可能エネルギーを100％使っ

て企業活動をする、そういう企業ということ

で、ＲＥ100自体は、世界的企業が認証とい

いますか、受けております。約250ぐらい世

界的な企業が認められておりまして、その中

で日本は42の企業が認められております。 

 こういった企業を、今後、こういう再生可

能エネルギーというのが重視されてきますの

で、こういった活動をする企業に対しての投

資が優先的に行われるとかされますので、そ

ういった要素が、例えば企業が立地されるに

当たって重視されると。そういったときに、

例えば空港周辺ではこういったエネルギーが

調達しやすい、そういうことであれば、優先

的にここを選んでいただけるとかなります

し、それに付随して、今度は中小企業もそう

いった動きが出ております。今後、そういっ

たのが重視される流れになってきております

ので、中小企業にとっても企業のブランド価

値が上がるといった流れになっておりますの

で、そういった面から支援できないかと、そ

ういう地域がつくれないかということで考え

ております。 
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○前田憲秀委員 ありがとうございました。

とってもいいことだと思うので、しっかりこ

れを支えていただきたいと思います。 

 主要電力を再エネによって100％使うとい

うこと、再エネで発電された電力を100％使

うということですよね。これは、今認可と言

われたかな、承認と言われたか、を目指すと

いう、手を挙げるという段階だと思うんです

けれども、例えば、県庁はこれを宣言してい

るんですか、するんですか。 

 

○上塚エネルギー政策課長 県庁としては、

100％という宣言はしておりません。しか

し、県としては、ＲＥ100のアンバサダーと

いうことで、そういった企業をＰＲする、広

報に力を入れるということをお手伝いする、

県としては参画させていただいております。 

 今後、できるだけ再エネを、100％までは

いかないまでも、再エネをできるだけ活用で

きるように、今後検討していきたいと考えて

いるところです。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 聞けば、その日本の40幾つかの中に、行政

もたしか入っていると思います。都道府県

は、鳥取だったかな、１つぐらいあったと思

うんですけれども、さいたま市とか京都市と

か、政令市の中でも幾つかこのＲＥ100を目

指しますと宣言をしているところがあると思

うんです。ですから、行政は全く別物ではな

くて、自ら取り組みますという宣言はぜひい

いんじゃないかと思うので、それは県もでき

ないことはないと思うので、しっかりそれは

まず取り組んでいただきたいなというふうに

思います。要望です。 

 もう１点いいでしょうか。 

 

○緒方勇二委員長 はい、どうぞ。 

 

○前田憲秀委員 ９月のときにもちょっとお

聞きをしたんですけれども、今のＡ３の用紙

の真ん中の目標のところですね。Ａの再生可

能エネルギーの目標のところです。 

 これはどうしても聞いておきたいのであれ

なんですけれども、風力発電が全体的に1.73

倍てなってるんですけれども、風力が、もう

20倍近く目標にしますということになってま

すね。そして、あえてお聞きしたいんですけ

れども、この再生エネルギー計画の別冊があ

ります。この別冊の18ページに、再エネ導入

の可能量という、カラーできれいに作ってい

ただいているんですけれども、これに風力発

電はまだ余力がありますみたいなグラフがあ

るんですよ。これは、どういう根拠なんでし

ょうか。 

 

○上塚エネルギー政策課長 これは、風況あ

たりを調査しまして、そういったところに発

電設備を置けば、これぐらいの発電量が見込

めるんじゃないかという可能性の量です。 

 これにつきましては、陸上に加えまして洋

上、こういったのも入れたところの数字でご

ざいます。 

 

○前田憲秀委員 これが根拠で、風力にはま

だ余力があるんで、20倍ぐらい目標値として

やりますよということなのかもしれないんで

すけれども、非常に――今洋上とか言われた

んですけれども、どうなのかなという思いが

あります。 

 その別冊の30ページには、課題というのも

きちんと説明していただいているんです。30

ページの風力に、事業予定地で風況調査等の

検討を行った後、撤退する案件が複数あると

いう、もちろん車帰の例もありますよね。だ

から、さほどその期待値が高いのかなという

疑問があります。最初に言ったように、これ

から10年間の本県のエネルギー計画というの

は非常に重要な位置づけじゃないかという思

いで、十二分にそこは調査もし、検討もして
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いただいてるんだと思うんですけれども、そ

の懸念はちょっと言っときたいなと思いま

す。 

 そして、その別冊の21ページに、これもカ

ラーできれいに、送電線網という九電からの

資料があります。これを見てみれば、県南で

風力をというお話も聞いたんですけれども、

この点々線があるところは、高圧線ではもう

電気を送れないということを意味してるんだ

と思うんですよね。ということは、風力でど

れぐらいの発電量を、20倍目標にしているの

か分かりませんけれども、その発電した電力

をどうやって送るのかとか、様々これは、課

長とも個人的にもいろいろ議論させていただ

いたんですけれども、あるんじゃないかなと

思うんですけれども、そこら辺の見通しはど

うなんでしょうか。 

 

○上塚エネルギー政策課長 委員おっしゃる

とおり、風力につきましては、いろいろ課題

があるのは事実です。 

 この目標を出しておりますのは、アセス案

件が実際かなり、県南だけでも７件、全体的

に11件ほど風力のアセスが上がっておりま

す。これについて、全て最後まで計画どおり

にいくとは思っておりませんが、そういった

見込みを入れたところの数字でございます。 

 おっしゃるとおり、その後、この接続の問

題、これもあります。ただ、これは、国とし

ても、再エネ導入に際しては、この系統接続

の問題が非常に課題という認識を持っており

ますので、今先着優先という、もともとの電

気事業者が優先で接続をされておりますが、

これを再エネ優先にできないかという検討を

されておりますし、そういった動きが大きい

ところは優先的に接続できないかと、プッシ

ュ型と言いますけれども、そういった計画を

立てられないかという様々な検討がなされて

おりますので、その辺りも期待しているとこ

ろでございます。 

 おっしゃるとおり、住民等の理解とかそう

いった課題もありますので、その辺りも、い

ろんな事業者と住民とのコミュニケーション

をどう図るか、そういったところも解決しな

がら取組を進めてまいりたいと思っておりま

す。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 課題は多いという認識では共通できたのか

なと思うんですけれども、太陽光にしても風

力にしても、発電できて――なかなか一般に

知られてないのは、電気が発電できました、

それをそのまんま使いますじゃなくて、やっ

ぱりそれを制御しないといけないというの

が、専門家に聞くと最も大事と言われてま

す。だから、いわゆるＩＴ企業を例えば誘致

しようなんていったら、ＩＴは、やっぱりそ

こが一番懸念されるところと聞くんですよ

ね。いわゆる、いつ遮断して停電になるか分

からない、そんなだったらまた損害賠償も起

こるこれからは時代になるという話なので、

そこは、しっかり計画としては、向こう10年

のは立つんでしょうけれども、その見直しと

いうか、いろんな検討課題は常にあるよとい

う上でやっていただきたいなというふうな思

いがあります。 

 それと、常に私が言う水素の話ですけれど

も、昨日もニュース等では結構頻繁に言われ

ておりました。国も動き出しております。 

 例えば、風力にしても、無理に送電線でそ

の電力を送らなくて、そこで発電した電気

を、いわゆる今一番課題は、水素に関しては

水素ステーションなので、水素ステーション

に直接電力を送って水素を発生するような仕

組み、そういったのも考えられるんじゃない

かなというふうにも思っておりますので、し

っかり検討していただいてこのエネルギー計

画をつくっていただいてるんだと思いますけ

れども、何回も言いますように、しっかりと

これからのエネルギーというのは、とっても
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――いろんな方向に軌道修正もやむなしとい

う思いもしますので、そこはじっくり据えて

やっていただきたいということと、もう１

点、このＡ３の用紙の右上にＳＤＧｓの枠が

あります。産業成長ビジョンの中でも、課長

は、ＳＤＧｓの国際目標に向けた取組も必要

になったとありますけれども、もう少しこの

ＳＤＧｓにおいて、こういうことなんですと

いう表記というか、表現の仕方も大事じゃな

いかなと思いましたので、ただ枠で７番、８

番、９番というよりも、このことはＳＤＧｓ

における、持続可能における、サステーナブ

ルにおけるこれなんですという表示も、やは

りこれからしっかり普及していくためには必

要じゃないかなと思っております。 

 もう最後ですけれども、いかがでしょう

か。 

 

○上塚エネルギー政策課長 前のほうに述べ

られた、まず水素に関してなんですが、水素

に関しては、県としても、水素は、安定的に

使えるようになれば、エネルギーの安定供給

や温暖化対策等に非常に有効と認識しており

ます。 

 このため、この計画においても、別冊の本

体の54ページに、太陽光や風力といった再エ

ネ電源の余剰電力を水素に転換して貯蔵する

Ｐ２Ｇという技術がありますが、こういった

技術を将来の取組に備えて、情報収集を行う

事項の筆頭で掲げさせていただいておりま

す。 

 国においても、今福島県の浪江町辺りで、

こういった技術の実証施設が稼働開始してお

ります。さらに本日の新聞情報でも、2050年

カーボンゼロに向けて、グリーン成長戦略の

実行計画の重点分野に水素が位置づけられて

おります。で、今後取組が進められていくも

のと思います。 

 このような国における水素関連の技術開発

とか実用化の状況、国の実行計画の進捗等を

注視して、適時適切に対応していけるよう

に、情報収集に努めていきたいと思っており

ます。 

 それと、２点目のＳＤＧｓにつきまして

は、今後、この計画をいろんなパンフレット

等で周知していきたいと思いますので、その

ときに、こういった部分で関連があるという

ことを記載させていただいて周知を図ってい

きたいと思っておりますので、よろしく御支

援をお願いいたします。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○内野幸喜委員 関連してなんですけれど

も、このＡ３の右下に、基本方針の中で、再

エネ立地に伴う問題への対応と、重点的取組

の中で、⑧ですね、「すべての県民に愛され

る再エネ施設」と、こうやって書いてあるっ

ていうことは、裏を返せば、いろいろな問題

があってるということなんですね。 

 この太陽光というのは、環境に優しいとい

うことで導入して、実は環境にとってあんま

りよくない部分もあるのもこれまた事実なん

ですね。もう見てれば分かるように、例えば

私の地元でも、大規模な太陽光発電所の建設

予定地のところが、非常に雨に弱かったりと

かして、多くの土砂が河川に流入してきたと

かってあったんですね。あと、阿蘇のほうを

見ると、景観上も果たしてこれは大丈夫なの

かなというところに造られたりとかしてるケ

ースもあります。 

 そういうことを考えたときに、53ページと

かを見ると、地元に理解をされるように地域

貢献策を促進するとかって書いてありますけ

れども、今後はだんだんと、売電価格がもう

下がってきているので、大規模な、太陽光に

関して言うならば、施設というのはもうこれ

からはあまりできないのかなと思うんです

が、まだ建設途中のがあるんですね、許可を
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取ってて。例えば、そういったところに、や

っぱりちゃんと地元ともしっかりと協議をし

てくれということをしっかりと言ってほしい

っていうのが一つあるんですね。 

 もう１つ、これも実はいろんな箇所で出て

るんですけれども、最初の許可を取った事業

者が、その利益の先食いということで、例え

ば20年のスパンで幾らの利益が出ますとい

う、もう分かってるわけですね。だから、そ

れを見込んで売ってくれという事業者も逆に

いるんですよ。そうしたら、最初に許可を取

ったところは、20年間分の利益じゃなくて10

年分でいいからと、当初の、例えば２億の利

益が１億になっても、１億利益が出るんだっ

たら、利益を先に確保しようということで売

るところがあるんですね。そうなると、当初

の事業者が地元とせっかくいろんな協定を結

んでも、じゃあそれが次の事業者に継続され

るのかとか、そういった問題も出てきてるん

で、そこは県としても、許可を出すのは、こ

れは違う課になるかもしれないですけれど

も、やっぱりそこはしっかりとしてほしいな

というように思います。これは、要望なの

で。 

 それから、さっきの別のエネルギー政策課

のところで、これは26ページ、蓄電池普及に

よる防災拠点・再エネ促進事業ってありまし

たが、これは、例えば、個人の10年間の余剰

電力の売電というのは、もう既に10年間が過

ぎてる方、たくさんいらっしゃるんですね。

さっき15件交付ってありましたけれども、こ

の15件というのは、個人で15件ということで

すか。 

 

○上塚エネルギー政策課長 この事業は、お

っしゃったように、交付は15件です。ただ、

これは、補助を目的としているんではなく

て、今後、普及に向けていろいろな分析をさ

せていただきますので、そういったデータを

取っていきたいと思っております。そういう

のに協力いただくために補助をしておりま

す。 

 今後、そのデータを取って分析しまして、

どうやって普及させていくかということを考

えていきたいと思っております。 

 

○内野幸喜委員 じゃあ、実証実験みたいな

補助という認識でいいんですかね。で、よろ

しいですか。 

 

○上塚エネルギー政策課長 そのとおりでご

ざいます。 

 

○内野幸喜委員 これは、国のほうの動きも

あると思うんですけれども、当初の太陽光設

置のときいろんな補助があって、県もあった

と思うんですけれども、これからやっぱりい

よいよ今度は蓄電池ですね。蓄電池がまだま

だちょっと価格が高いもんですから、国の動

向も見ながら、そういった部分もこういう形

で、ぜひ補助等の支援、それから設置が進む

ような形の推進施策もお願いしたいなという

ように思います。 

 これは、もう答えは要らないです。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○早田順一委員 熊本県の産業成長ビジョン

についてお尋ねします。 

 概要の右側に「４つの重点的な取組み」と

書いてあって、一番下の(4)の「海外展開・

連携の促進による機会の拡大」ということで

お尋ねしますけれども、日本の人口はこれか

らもどんどんどんどん減っていきますけれど

も、海外、特にアジアの人口というのは増え

ていきます。別冊の11ページのほうにも、人

口が300万人都市、これが５年前は66都市、

しかし、25年後の2045年には127都市まで増

加することが予測されるというふうに書いて
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あります。中間層や富裕層に対するビジネス

機会は拡大することが予測されるため、所得

水準が高い、これらの新たに誕生した大都市

と結びつけば、本県の産業にとって大きなチ

ャンスになるというふうに書いてありますけ

れども、まさしくそうだというふうに思いま

す。 

 そこで、この海外展開ですね、支援体制の

強化等々書いてありますけれども、新たな市

場の開拓とも書いてありますが、具体的にど

ういうことをされていかれるのか、ちょっと

お尋ねします。 

 

○大下産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 海外展開でございますが、まさに委員御指

摘のとおり、日本は人口が減っていく中で、

日本の市場規模は小さくなっていく。他方

で、アジア等発展途上国を中心に人口が増え

ていく中で、その市場をしっかり取り込んで

いかなきゃいけない。 

 そういった状況の中で、県内企業は、まだ

海外展開、十分に行えてない企業、こういっ

たところがたくさんあります。そういったと

ころがスムーズに海外展開を行えるようにす

るために、施策の方向性としては、まずはジ

ェトロ等の関係機関との情報共有並びに連携

強化をしっかり図ることによって、何か企業

さんが海外展開に当たって困ってることと

か、海外展開したいんだけどどうすればいい

のか分からないとか、そういったところの悩

み相談にしっかり対応する、そういうところ

を重点的に取り組むとともに、やはり海外、

現地に進出した際に、また海外でのビジネス

というのは日本国内におけるビジネスとは異

なる部分もございますんで、様々な問題事と

かお困り事が発生すると思いますが、そうい

ったところについても、ジェトロ等としっか

り連携しながら解決に向けて協力していきた

いと。そういうような取組を通して、県内企

業の海外展開促進、これをしっかりと図って

いきたいと、このように考えているところで

ございます。 

 

○早田順一委員 私どもも、何回か海外のほ

うに視察に行かせていただきました。ジェト

ロの担当者の方とかもお話も聞かせていただ

きましたけれども、やはりジェトロの役目と

しては、マッチングですね。マッチングをさ

れるのが基本的なことなんですけれども、そ

こから先ですよね。マッチングをしたけれど

も、そこから先、売れるまでというか、進出

したり、その商品が売れるまでやっぱり見て

くれる人が必要だというふうに思うんですよ

ね。だから、そこのところを県としてしっか

り後追いをしていただいて、本当に軌道に乗

るまでといいますか、そこまでしていかない

と、やっぱりこれからいけないんじゃないか

なというふうに思っておりますけれども、そ

の辺の強化というのが必要じゃないかなと思

いますけれども、その辺はいかがですか。 

 

○大下産業支援課長 委員御指摘のとおり、

マッチングだけでは、そこでビジネスは終わ

ってしまうというパターンも往々にしてある

と思いますので、そういった中で、しっかり

国際市場と県内企業をつなぐコーディネータ

ー、こういったものも県内に配置をしようと

いうところを今回のビジョンにも記載させて

いただいておりますが、そういったところで

しっかりハンズオンで、この海外展開する企

業さんがしっかりもうけられるように、お金

を稼げるように支援をしていきたいと、この

ように考えているところでございます。 

 

○早田順一委員 ということは、何かあれで

すか、職員に誰か採用するんですか。それと

も、例えば、企業に委託するとか、そういう

考えなんですか。 
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○大下産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 その形態の在り方については、今後検討し

ていくところではございますけれども、一つ

の形として委託とか、そういった形があるの

かなというふうには思っているところでござ

います。 

 

○早田順一委員 やっぱり熊本県がどうして

もこれまで後発でやってきてるもんですか

ら、よその県のほうが先に進んでるんですよ

ね。今の状況を考えたときに、もうちょっと

やっぱり強化をこの計画の中に、ビジョンの

中にしっかりうたっていただいて推進をして

いかないと、乗り遅れてしまう可能性もござ

いますので、その辺はぜひ対応をお願いした

いというふうに思います。 

 要望です。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○島田稔委員 内野委員のほうから、Ｇｏ 

Ｔｏトラベル、それからＧｏＴｏイートにつ

いては質問がありましたので、私、１点だけ

お尋ねしたいんですが、ＧｏＴｏイートは、

地域の飲食店の関係者等、複数の方とお話し

したんですが、基本的に、ＧｏＴｏイートに

参加する、手を挙げるためには、現在の客数

を半分にせないかぬと、そういうのが条件な

んだということなんですけれども、それは事

実なんですかね。 

 

○池田販路拡大ビジネス課長 今委員が御指

摘いただいたのは、多分感染防止対策をしっ

かり取ってという条件の中で、当然密になら

ないような対策として、半分ということは聞

いてませんけれども、ある程度間隔を１メー

ター空けるとか、そういうのを取ってという

ことだろうと思ってます。 

 

○島田稔委員 だから、コロナ禍において、

そこそこ客が来ている飲食店は、言い方とし

ては不適切かもしれぬですけれども、うまみ

がないというか、そういうような話を聞いた

もんですから、確認をさせていただいたとこ

ろでした。 

 資料については22ページかも分かりません

が、先ほど商工労働部長の総括説明にもあっ

たんですが、11月16日まで、なりわいについ

ては、第３次公募期間で約2,000件の相談が

あったと。結果的に111件を受付しました

と。これは、パーセントでいえば５～６％な

わけですよね。何で2,000件の相談で111件な

のか、そこら辺の状況というか、ちょっとお

話ししていただければありがたいんですけれ

ども。 

 

○増田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 冒頭の部長説明にもありましたとおり、今

委員お話ございましたとおり、なりわい再建

補助金につきましては、111件の申請を第３

次までで受付をしております。2,000件につ

きましては、県下19か所に相談窓口を設けて

おりますが、そこでの相談の受付の件数にな

ってございます。 

 相談にお越しになる方は、なりわい再建補

助金のみならず、例えば国が直接行っており

ます持続化補助金という小規模な設備更新が

できる補助金もございます。そのほか、例え

ば、保険関係の御相談も含めて、様々ななり

わいを再建するための相談としてお越しにな

ってございますので、直接的に、今申請自体

が111件に――これをとどまっていると見る

のか、111件既に出てきたと見るのかあるん

ですけれども、一概に少ない数字とはちょっ

と言い切れない部分がございます。 

 今御紹介しました国が直接行っています持

続化補助金につきましては、１次、２次まで
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で400件程度の決定が国のほうでなされてお

りますので、そういうものを活用して再建に

踏み出していらっしゃる事業者さんもいらっ

しゃいますので、全体として一応見ていく必

要があるかなと思っております。 

 以上です。 

 

○島田稔委員 分かりました。 

 2,000件の111件だから、被災してもうやめ

たと、高齢だからやめたという人が非常に印

象的に多いのかなとちょっと思って心配した

ものですから、ちょっとお尋ねしたところで

す。 

 よく分かりました。ありがとうございまし

た。 

 

○緒方勇二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○緒方勇二委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 ここで、説明員の入替えのため、しばらく

休憩いたします。 

 再開は、12時10分といたします。 

  午後０時１分休憩 

――――――――――――――― 

  午後０時６分開議 

○緒方勇二委員長 それでは、休憩前に引き

続き会議を開きます。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第５号、第６号、第11号、第12

号、第22号、第23号及び第27号から第30号ま

でについて、一括して採決したいと思います

が、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○緒方勇二委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外10件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○緒方勇二委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外10件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○緒方勇二委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申出が１件あっておりま

す。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いします。 

 

○臼井商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 私のほうから、令和２年７月豪雨からの復

旧・復興プランについて御説明させていただ

ければと思います。 

 Ａ３、カラーの４枚物をお手元に御用意く

ださい。 

 本件については、企画振興部の球磨川流域

復興局から総務常任委員会に報告されるもの

ですけれども、県政全般に関するプランにな

りますので、当常任委員会においても私のほ

うから代表して御報告させていただくもので

す。 

 それでは、１ページ目をお願いします。 

 まず、左側１番、被災状況、豪雨災害の検

証では、中段の①主な被害状況のところで、

人的被害、住家被害、被害額等について記載

しています。 

 次に、真ん中の２、復旧、復興の基本理

念、目指す姿では、まずグレーの網かけ部分

に、被災者、被災地の現状と課題として、超

高齢化、人口減少が加速する地域における未
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曽有の災害により、その地域が消滅するかも

しれないという危機感と、球磨川の清流とこ

れからも共に暮らしていきたいとの思いとい

う形で整理しています。 

 県としては、こうした被災者の思い、被災

地の現状を直視して、復旧、復興に取り組ん

でいく必要があると考えています。 

 そこで、その下にありますグレー網かけ、

基本的な考え方のところで、復旧、復興の３

原則とくまもと復旧・復興有識者会議からい

ただいた提言、これを踏まえまして、矢印の

下にあります「生命・財産を守り安全・安心

を確保する」、もう１つ、「球磨川流域の豊か

な恵みを享受する」、この２つを基本理念と

位置づけています。 

 そして、その下、目指す姿として、「愛す

る地域で誰もが安全・安心に住み続けられ、

若者が“残り・集う”持続可能な地域の実

現」、これに取り組むこととしています。 

 次に、２ページ目をお願いします。 

 ここでは、最上段緑網かけ、３番、新たな

治水の方向性を踏まえた治水・防災対策及び

被災者、被災地域の一日も早い復旧、復興に

向けた取組を整理しています。 

 まず、上段緑の枠囲みの中に、復旧、復興

の前提となる治水対策について整理していま

す。 

 緑網かけの部分に、流域全体の総合力によ

る緑の流域治水では、左上の新たな治水の方

向性を踏まえた抜本的な対策として、先月知

事が表明された考え、大きな文字であります

ように、「「緑の流域治水」の１つとして、住

民の「命」と地域の宝の「清流」をともに守

る「新たな流水型ダム」の推進」を掲げてい

ます。 

 その下の速やかな再度災害防止のための緊

急治水対策として、住民からの御意見にも多

かった１ポツ目の掘削や堤防整備などの河川

改修や２ポツ目の堆積した土砂、流木の早期

撤去など、速やかに実施すべき治水対策の取

組を掲げております。 

 また、右側には、グレーの網かけ部分、生

命、財産を守る地域防災力の強化として、中

項目、３点にまとめていますが、中項目１点

目の１ポツ目、戸別受信機の設置や２ポツ目

の通信回線の多重化など、主にソフト対策を

掲げております。 

 次に、ページの中段から下段にかけてです

けれども、今説明した緑枠囲みの緑の流域治

水を前提とした復旧、復興に向けた取組を４

つの柱に整理しています。 

 本常任委員会に特に関わりがある部分とし

て、黄色枠囲み、住まい、コミュニティーの

創造では、上から３つ目の右側、災害廃棄物

の早期適正処理や、その下段、ピンク色の枠

囲み、なりわい、産業の再生と創出では、１

ポツ目、なりわい再建支援補助金等による事

業再建などを中心に複数ございます。 

 また、右側上段の薄ピンク色枠囲み、災害

に強い社会インフラ整備と安心して学べる拠

点づくりでは、３ポツ目の道路、橋梁、電

気、通信、水道などのライフラインの早期復

旧、下段の青色枠囲み、地域の魅力の向上と

誇りの回復では、１ポツ目、歴史500年の人

吉温泉の復活などを中心に、複数、関係分が

ございます。 

 次に、３ページ目をお願いします。 

 ここでは、４番、持続可能な地域の実現に

向けた将来ビジョンとして、今後、将来を見

据えて、この地域に住み続けたい、移り住み

たいと思える持続可能な地域に向けた取組の

方向性を示しています。 

 まずは、目の前にある生活の再建を、被災

者に寄り添いながら全力で取り組むととも

に、同時に、県が目指す球磨川流域の将来ビ

ジョンを復旧・復興プランの中で明らかにす

ることで、被災地の復旧、復興の道筋を示し

ていきたいと考えております。 

 本常任委員会に特に関わりがある部分とし

ては、ピンク色枠囲み、Ⅱ番、なりわい、産
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業の再生と創出では、左側上段のダイナミッ

クなインセンティブによる企業支援と産業、

雇用の創造や、右側上段の再生可能エネルギ

ーの導入推進によるゼロカーボン先進地の創

出など、複数ございます。 

 また、下段の薄ピンク色枠囲み、Ⅲ番、災

害に強い社会インフラ整備と安心して学べる

拠点づくりでは、右側の一番上、災害に強い

地域拠点、避難所としての防災公民館や防災

道の駅の整備など、最後の下段、青色枠囲

み、Ⅳ番、地域の魅力の向上と誇りの回復で

は、左側一番下の新型コロナ収束後の新たな

インバウンド戦略の実行や、右側の丸３つな

ど、複数ございます。 

 最後に、資料右側の５番、復旧・復興プラ

ンの実現に向けてを御覧ください。 

 本プランを実現していくためには、(1)に

あるとおり、被災市町村への支援や市町村相

互の連携を促進し、また、(2)番、プランの

実現に向けた実効性の確保として、１ポツ目

の国家戦略特区の検討、実現や、下から２ポ

ツ目の市房ダムの電気事業等からの収益を地

域へ還元などを進めてまいります。 

 また、緑色網かけの五木村の振興について

も、引き続き県政の重要課題として振興を強

力に推進していくことを、改めてプランの中

で宣言しています。 

 最後に、４ページ目をお願いします。 

 これまで御説明した復旧、復興の目指す姿

をイラストにしています。 

 今回の復旧、復興の前提となる真ん中中央

の緑色、新たな治水の方向性、緑の流域治水

をベースとして、上下左右に配置された復

旧、復興の４本の柱となる取組に広がってい

き、その結果、上段赤字部分、プランの目指

す姿である愛する地域で誰もが安全、安心に

住み続けられ、若者が残り、集う持続可能な

地域を実現するというイメージです。 

 最後になりましたが、今後のスケジュール

ですけれども、復旧、復興の状況をお示しし

ていくため、主な取組については、ロードマ

ップ等を作成するなど、必要に応じて本プラ

ンの改定を予定しています。 

 プランの説明は以上です。 

 なお、来週、復旧・復興本部会議を開催

し、これまでの復旧、復興の状況などを協議

する予定です。協議内容等については、改め

て御報告させていただきます。 

 説明は以上になります。 

 

○緒方勇二委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。――ありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○緒方勇二委員長 なければ、これで報告に

対する質疑を終了いたします。 

 ここで、私のほうから１つ御提案がござい

ます。 

 さらなる委員会活動の活性化に向けた取組

の一つとして、常任委員会ごとに１年間の常

任委員会としての取組の成果を、２月定例会

終了後に県議会のホームページで公表するこ

ととしております。 

 つきましては、これまで委員会で各委員か

ら提起された要望、提案等の中から、執行部

において取組の進んだ項目について、私と副

委員長で取組の成果(案)を取りまとめた上

で、２月定例会の委員会で委員の皆様にお示

しし、審議していただきたいと考えておりま

すが、よろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○緒方勇二委員長 それでは、そのようにさ

せていただきます。 

 次に、その他のその他に入りますが、本日

は、３密を防ぐため、出席職員を限定してお

りますので、この場で回答できない場合は、

後日文書等で回答させていただくことといた

しますので、御理解と御協力をよろしくお願

いします。 

 それでは、委員の先生方から何かありませ
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んか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○緒方勇二委員長 なければ、以上で本日の

議題は全て終了いたしました。 

 最後に、要望書が２件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 以上で本日の議題は全て終了いたしまし

た。 

 それでは、これをもちまして第６回経済環

境常任委員会を閉会いたします。 

  午後０時17分閉会 
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